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所管事項 

1 

Ⅰ 債権処理計画（令和６年度実績・ 

令和７年度目標）について 
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率
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１

  
部

局
長

等
名

企
業

庁
長

　
２

　
取

り
ま

と
め

担
当

課
名

企
業

財
務

課

計

３
－

３

整
理

対
象

整
理

対
象

　
３

　
令

和
６

年
度

実
績

債
権

の
性

格
種

別 計

合
計

回
収

対
象

計

整
理

対
象

私
債

権

回
収

対
象

計

３
－

２
回

収
対

象

非
強

制
徴

収
公

債
権

３
－

１
回

収
対

象

強
制

徴
収

公
債

権
整

理
対

象

処
理

額
未

済
額

処
理

額
回

収
率

・整
理

率
処

理
額

回
収

率
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理
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金
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A
　

令
和

５
年

度
実

績
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当

初
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令

和
５

年
度

末
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 C
　

令
和

６
年

度
　

目
標
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６

年
度

発
生

分
を

除
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主
な

債
権

処
理
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処
理
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処
理
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実
績
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令

和
６

年
度

末
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（
６

年
度

発
生

分
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除
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E
　

６
年

度
発

生
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期
末
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F
　

令
和

６
年

度
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D
＋

E

土
地

使
用

料

工
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水
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給

水
施

設
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事
負

担
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務
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権
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地
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県
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権
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績
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績
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５
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６
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目
標
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６

年
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発
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分
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除
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。
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 ４
　

滞
納

と
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た
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等
経

営
状

況
悪

化
に

よ
る

破
産

８ 取 組 成 果

処
理

件
数

未
済

件
数

処
理

件
数

令
和

６
年

５
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、
８

月
、

1
1
月
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令
和

７
年

２
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債
権
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部
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所
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続
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を
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始
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続

き
の
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を
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債

権
管

理
条

例
等

に
基

づ
き

適
切

に
債

権
管

理
を

行
う

。

 ２
  
債

権
の

性
格

私
債

権

 ３
　

債
権

の
概

要
三

重
県

工
業

用
水

道
条

例
及

び
三

重
県

工
業

用
水

道
条

例
施

行
規

程
に

基
づ

く
給

水
予

定
企

業
の

給
水

施
設

に
係

る
工

事
負

担
金
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様
式

(実
績

１
)

令
和

６
年

度
　

債
権

処
理

計
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C
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D
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C
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円
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回
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率
円

回
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率

件
件

回
収

率
件

回
収

率

円
円

整
理

率
円

整
理

率

件
件

整
理

率
件

整
理

率

0
円

円
0

円
処

理
率

0
円

処
理

率
4,

35
6

円
4,

35
6

円

0
件

件
0

件
処

理
率

0
件

処
理

率
1

件
1

件

 ５
  
部

局
長

等
名

企
業

庁
長

 ６
  
所

管
課

等
名

企
業

財
務

課

 １
  
債

権
名

契
約

違
約

金
７ 取 組 方 針

６
年

度
発

生
債

権
の

た
め

取
組

方
針

設
定

な
し

 ２
  
債

権
の

性
格

私
債

権

 ３
　

債
権

の
概

要
契

約
解

除
に

か
か

る
違

約
金

　
９

　
令

和
６

年
度

実
績

債
権

の
性

格
種

別

A
　

令
和

５
年

度
実

績
B

　
当

初
（令

和
５

年
度

末
）

 C
　

令
和

６
年

度
　

目
標

（６
年

度
発

生
分

を
除

く
。

）

 ４
　

滞
納

と
な

っ
た

要
因

等
経

営
状

況
悪

化
に

よ
る

破
産

８ 取 組 成 果

処
理

件
数

未
済

件
数

処
理

件
数

 D
　

実
績

（令
和

６
年

度
末

）
（６

年
度

発
生

分
を

除
く
。

）
E
　

６
年

度
発

生
分

期
末

残
高

F
　

令
和

６
年

度
末

B
－

D
＋

E

処
理

額
未

済
額

処
理

額
回

収
率

・
整

理
率

処
理

額
回

収
率

・
整

理
率

金
額

金
額

処
理

件
数

件
数

件
数

整
理

対
象

９
－

３
回

収
対

象

私
債

権

計
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様
式

（
目

標
２

）

令
和

７
年

度
　

債
権

処
理

計
画

（目
標

・総
括

票
）

滞
　

納
　

債
　

権
　

の
　

現
　

状

全
体

比
Ｂ

／
Ａ

（
％

）
前

年
比

Ｂ
／

Ｃ
（
％

）

円
回

収
率

円

件
回

収
率

件

円
整

理
率

円

件
整

理
率

件

円
0

円
処

理
率

0
円

件
0

件
処

理
率

0
件

円
回

収
率

円

件
回

収
率

件

2,
95

0
円

整
理

率
円

1
件

整
理

率
件

2,
9
50

円
2,

95
0

円
処

理
率

10
0.

0
0

円

1
件

1
件

処
理

率
10

0.
0

0
件

5,
50

0,
00

0
円

回
収

率
円

1
件

回
収

率
件

4,
35

6
円

整
理

率
円

1
件

整
理

率
件

5,
50

4
,3

5
6

円
5,

50
4,

35
6

円
処

理
率

10
0.

0
0

円

2
件

2
件

処
理

率
10

0.
0

0
件

5,
50

0,
00

0
円

回
収

率
0

円

1
件

回
収

率
0

件

7,
30

6
円

整
理

率
0

円

2
件

整
理

率
0

件

5,
50

7
,3

0
6

円
5,

50
7,

30
6

円
処

理
率

10
0.

0
0
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【議案補充説明】 

10 

Ⅰ 令和６年度公営企業会計決算審査意見書に対する企業庁の考え方について 

審 査 の 意 見 （Ｐ２） 

持続可能な事業経営について 

水道事業及び工業用水道事業については、全国的な大規模自然災害の発生状況や国の「防

災・減災、国土強靱化のための 5か年加速化対策」等を踏まえた「三重県企業庁経営計画（平

成 29 年度～令和 8年度）」並びに水道施設及び工業用水道施設の改良計画（以下「経営計画

等」という。）に基づき、主要施設等の耐震化や老朽化した施設・設備の更新に加え、浸水

対策、土砂災害対策及び長時間停電対策に取り組むほか、能登半島地震を受けた国の方針の

もとでの耐震化計画の取りまとめ、さらに近年全国で発生している老朽化を原因とする漏水

事故を受けた緊急点検などの対策を行っている。  

一方で、予想を超える大幅な電気料金や資材の高騰を始めとする物価上昇等により令和 4

年度以降経営収支が悪化し、令和 6年度決算では水道事業で 2億 896 万 7,342円、工業用水

道事業で 1億 7,333万 5,810円の純損失を計上する状況であり、令和 7年度予算においては、

これを更に上回る純損失が計上される状況となっている。  

厳しさを増す経営環境の中、今後も安全で安心な水道用水と良質な工業用水を安定して供

給していくため、引き続き経営計画等に従い、更なる効率的な経営により収支改善をめざす

とともに、能登半島地震を踏まえての耐震化、老朽化対策、風水害対策等に取り組まれたい。  

その上で、次期経営計画等の策定に向け、法に基づく地方公営企業における独立採算の原

則に従い、県民の理解を得ることができる公正で妥当な料金の設定や水道事業における将来

の水需要に応じた施設規模・配置の適正化の検討などにより、受水市町と十分な意思疎通を

図りながら、健全な事業経営に努められたい。 

企 業 庁 の 考 え 方 

企業庁では、計画期間を平成 29年度から令和 8年度とした「三重県企業庁経営計画」（以

下「経営計画」という。）に基づき、水道及び工業用水道事業の施設改良を着実に実施して

います。 

 水道事業では、全 5 浄水場の浄水処理施設の耐震化を完了させるとともに、災害発生時

に応急給水活動の拠点となる調整池等の耐震化を進めています。管路については、地震時

の想定被害率が高い箇所と布設後 40 年以上を経過した管、約 34.1km の耐震化を進めてい

ます。なお、耐震化については、国土交通省の方針を受け、令和 7年 1 月に「三重県上下

水道耐震化計画（水道用水供給事業）」（令和 7年度～令和 11年度）として策定しています。 

 工業用水道事業では、浄水場の排水処理施設や配水池などの耐震化を進めています。管

路については、重要度の高い主要幹線や布設年度が古い配水管などを中心とした約 22.1km

を老朽化対策にあわせて耐震化を進めています。 

 浸水対策及び土砂災害対策については、両事業の主要施設のうち 15施設について対策を

進めるとともに、非常用発電設備の更新に合わせて燃料貯蔵タンクの増量を行うことで長

時間停電対策を進めています。 

 また、効率的な事業運営のため、貯蔵品管理へのＩＤシステムや施設点検へのドローン

を導入するとともに、官民連携の推進について、ＷＧで検討を進めているところです。 

 次期経営計画の策定に向けては、ＡＩ診断を実施することで、より効率的、効果的な施

設の耐震化や老朽化対策を検討し、受水市町や当庁も参加する「水道事業基盤強化協議会」

において将来的な水需要について協議を進めたうえで、施設更新にあたっての規模等を検

討するとともに、長期的な視野に立ったアセットマネジメントを実施することとします。 

また、県民の理解を得るため経営状況を含めた積極的な情報発信を行い、受水市町との

経営状況に関する勉強会や決算説明会を通じ十分に協議したうえで、効率的な経営のもと

における公正で妥当な料金の設定に取り組むことにより、独立採算制の原則にたった健全

で持続可能な事業経営の確保に努めてまいります。 
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